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エグゼクティブ・サマリー
2015年12月17日、日独双方の代表によって、1966年に発効した現行の租税条約
に代わる新租税条約（新条約）及び議定書への署名が行われました。

新条約は現行の経済協力開発機構（OPEC）モデル条約の条項と、税源浸食と利
益移転（BEPS:Base Erosion and Profit Shifting）の行動計画に関する、OECD
最終レポートの推奨事項を反映しています。新条約の重要な条項は、以下のとおり 
です。

• 税務上透明な企業体（Fiscally transparent entity or arrangement）コンセプ
トの導入（第1条）

• 個人以外の双方居住者について租税条約上の居住性を決定するタイブレーク
ルール（第4条）

• 恒久的施設に帰属する所得の決定に関するOECD承認アプローチ（AOA）の 
導入（第7条）

• 配当、利子、及びロイヤルティの源泉所得税減免（第10、11、12条）
• 一定の株式譲渡に係るキャピタルゲインの源泉地国課税（第13条）
• 特典を受ける権利を判定するための客観基準及び主要目的基準（第21条）
• 相互協議手続における強制仲裁（第24条）

新条約及び議定書は、批准書の交換後30日で発効し、その後の1月1日から適用さ
れます。国内の批准手続きが順調に完了すれば、新条約は2017年1月1日からの
適用となります。

本アラートでは、新条約及び議定書の重要条項のまとめをお届けします。
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詳細な議論

第1条　税務上透明な企業体コンセプト
第1条第2項は、いずれかの締約国の税法によって全部又は一
部が税務上透明なものとして取り扱われる団体又は仕組み（以
下、総称して単に「企業体」といいます）によって又はこれを通じ
て取得される所得は、その締約国の課税上その国の居住者の
所得として取り扱われる場合に限り、当該締約国の居住者の所
得とみなされるとしています。

「税務上透明」とは、締約国の税法上、その企業体の所得の
全部又は一部がその企業体のレベルではなく、その企業体
の持分を有する者において課税される場合をいい、ドイツの
Kommanditgesellschaft（リミテッド・パートナーシップ、KG）や
日本の有限責任事業組合を指しています。

第4条　個人以外の双方居住者について租税条約
上の居住性を決定するタイブレークルール　
第4条第3項は、個人以外の双方居住者について両締約国の権
限のある当局は、その者の事業の実質的な管理の場所、本店又
は主たる事務所の所在地、設立された場所その他関連する全
ての要因を考慮して、合意により、その者が居住者とみなされ
る締約国を決定するよう努めるとしています。このような合意
がない場合、その者は新条約の定めるいずれの減免を受けるこ
とはできません。この条項は2015年度BEPS行動6租税条約
の濫用防止に関する最終レポートの推奨事項を反映したもの
です。

第7条　事業所得
第7条は、恒久的施設に帰属する所得の決定に関するOECD承
認アプローチ（AOA）を導入しています。第7条第2項は、恒久
的施設の果たす機能、使用する資産及び引き受けるリスクを考
慮して当該恒久的施設が同一又は類似の活動を行う分離独立
した企業であったとした場合に、その企業の他の構成部分との
取引において取得するとみられる所得を、恒久的施設に帰属す
る所得としています。

第10条　配当
新条約は、配当に係る源泉所得税について、配当の受益者が他
方の締約国の居住者である法人（組合を除く）で、配当を支払う
法人の議決権のある株式の25%以上を18カ月以上直接に所
有する場合は免税、又は10%以上を6カ月以上直接に所有する
場合は5%の税率とし、その他については一律15%となります。
第31条第2項によれば、新条約の発効日以前に生じた利益剰
余金からなされた配当も、第10条の特典を受けることができる
ものと考えられます。

第11条　利子
新条約は、利子に係る源泉所得税を免税としています（現行で
は政府又はその他の政府機関の発行する債券についての利子
を除き10%となっています）。

第12条　ロイヤルティ
新条約では、ロイヤルティについてその受益者の居住国でのみ
課税する（現行は源泉国での10%課税を認めています）ものと
され、またロイヤルティの定義から、産業上、商業上又は学術上
の設備の使用又は使用の権利の対価が除かれました。

第13条　キャピタルゲイン
新条約は、資産の価値の50%以上がその締約国内に存在する
不動産から直接又は間接に構成される法人の株式譲渡による
キャピタルゲインについて、当該締約国の課税権を認めていま
すが、これを除く株式譲渡によるキャピタルゲインの免税は現
行のとおりです。

第21条　特典を受ける権利
第21条は、2015年度BEPS行動6に関する最終レポートの推
奨事項を反映しており、最近日本が締結した一部の他の租税条
約とは異なり、特典を受ける権利を新条約の特定の条項に限
定せず、新条約による特典全体に適用することとしています。
第21条では、同条第2項に定める適格者とみなされるか、そし
てその他の特定の条件を満たすかを判断するための一連の客
観性基準を設ける条項となっています。客観性基準は、その者
と居住国とのつながりを反映する法的構造、資本関係、そして
活動などの特徴に基づいています。適格者には、個人、法人で
その主たる種類の株式が公認の有価証券市場において上場さ
れ、かつ、通常取引されるもの及び一定の年金基金が含まれま
す（これらに限定はされません）。特典の適用を求める居住者が
適格者に該当しない場合でも、一定要件のもと、その居住者の
持分の一定割合以上が適格者によって保有されているのであ
れば、特典を受ける権利基準を満たすことができます。これら
の客観基準に加え、第21条第8項は、条約の特典を受けること
が、特典から直接的又は間接的にもたらされるアレンジメント
又は取引の主たる目的の一つであった場合、特典は認められま 
せん。
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クホルダーの期待に応えるチームを率いるリー
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ニュースレター全般に関するご質問・ご意
見等がございましたら、下記までお問い合
わせください。

EY税理士法人
ブランド、マーケティング アンド コミュニケーション部
tax.marketing@jp.ey.com

メールマガジンのお知らせと登録方法
弊法人では、上記ニュースレター、専門雑誌への寄稿記事及び海外の税制動向を定期的にメールマガジン
にて配信しております。
メールマガジン配信サービスのお申し込みをご希望される方は、以下をご参照ください。
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2. 「メールマガジンの新規登録について」に従い、メールマガジン登録ページよりご登録ください。
* なお、本メールマガジン登録に際しては、「個人情報の取扱い」についてご同意いただく必要がござい
ます。

@EY_TaxJapan
最新の税務情報を配信しています。

第22条　二重課税の排除
ドイツは、日本で課税される可能性のある所得を自国で免税と
することによって、二重課税を排除していますが、一定の特定の
所得区分には税額控除が適用されます。第22条は加えて、条
約適格性の競合（取扱いの相違）がある場合、日本の国内法に
よって所得が課税されない場合、又はドイツが税額控除を適用
することを日本に通知した場合、ドイツが税額控除を適用する
ことを認めるスイッチオーバー条項を設けています。

日本の観点からは、米国、オランダ等との租税条約と異なり、新
条約には、日本における外国子会社配当益金不算入の95%控
除適用基準の株式保有割合要件を軽減する規定は含まれてい
ないことに留意が必要です。

第24条　強制仲裁
第24条第5項は強制的な仲裁手続を明記しています。締約国
の権限ある当局間で解決できない事案は、納税者の要請によっ
て、第三者である仲裁人の決定によって解決されることになり
ます。

議定書
議定書第4条は、一方の締約国の居住者が受け取る、控除対
象配当（特定目的会社からの配当）、匿名組合からの分配など 
特定の所得又は収益に対する他の締約国の課税権を認めてい
ます。　

第5条では、ドイツの不動産投資信託会社又は投資基金が支払
う配当には、源泉所得税免除又は5%の軽減税率の適用がない
としています。

本アラートに関するお問い合わせは、下記担当者までお知らせ
ください。
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